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平成２９年大磯町議会 

９月定例会総括質疑（９月８日） 
質問議員 質 問 事 項 

１ 

13 番 

渡辺 順子議員 

（40 分） 

9:05～9:45 

１．財政力指数は３カ年平均 0.872 でやや改善しているものの、

経常収支比率は 93.7％、前年と比べ 4.2 ポイント上昇し財政の

硬直化が進んでいる。この要因は何か。 

 

２．平成 28 年度の町債残高は 167 億 4,196 万円で前年度から１億

8,622 万円増えている。要因は何か。 

 

３．財源別にみると自主財源は 67 億 2,682 万円で前年と比べ

3,249 万円余り増加しているが、これは特別会計などからの繰

入金が増加したためで、根幹をなす町税は減少している。依存

財源は 41 億 220 万円で、前年と比べ３億 921 万円減少した。

これは国庫支出金や社会資本整備総合交付金の減によるもの

である。一方で経常的経費の扶助費、人件費、公債費などは前

年と比べ３億 199 万円増加した。これらの状況が今後の行財政

運営や事業執行に与える影響と対策についてどのように考え

ているか。 

 

４．監査委員から指摘、指導を受けて改善を図った事項にどのよ

うなものがあったか。 

 

５．公共施設の管理計画は早急かつ重要課題であるが個別計画を

どう進めるか。 

 

６．選択制を望む声を無視し、試行期間も設けずに始めた中学校

給食の費用対効果を町長はどのように総括するか。  

 

７．大磯港みなとオアシス事業は町民に理解・納得され、町の活

性化につながる事業になるのか。 

 

８．平成 28 年度の若年退職者は何名であったか。その要因は何か。

職員の健康福利・研修事業の成果、職場環境の改善点について

町長の考えを問う。 
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２ 

15 番 

柴崎  茂議員 

（40 分） 

9:45～10:25 

 

１．町は１週間前の初日に補正予算ならぬ補正既算を議会に上

程・提案してきた。同様の予算前執行を平成 28 年度も行った

か。 

 

２．平成 28 年度決算で大磯町が抱える一般会計と下水道会計の債

務残高は、それぞれいくらか。また、その合計額は、平成 22

年度に比べてどのように変わったか。そしてそれは正しい結果

と言えるか。 

 

３．平成 28 年度職員の人件費は総額いくらか。また、１人当たり

いくらか。そしてそのうち残業代の総額はいくらか。また、１

人当たりの残業代はいくらか、同様に管理職手当についても答

えよ。 

 

４．平成 28 年度からゴミ処理の広域化が始まった。運搬、中間処

理、最終処分の経費は平成 27 年度に比べてどうなったか。人

件費を削除し、純粋に処理費だけの推移を示せ。  
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３ 

12 番 

鈴木 京子議員 

（40 分） 

10:45～11:25 

 

１．財政運営について 

（１）地方交付税制度における基準財政需要額、基準財政収入額、

臨時財政対策債の起債上限額、起債額と留保財源額は。  

（２）普通地方交付税の算定単位の変更の内容と影響額は。  

（３）基準財政収入額のうち、依存財源が減った分の財政運営へ

の影響は。 

（４）町債の発行額が予算より減ったが、内容と理由は。  

（５）臨時財政対策債の国の返済状況は。  

（６）町税等の収納における差し押さえ件数や額、財産処分によ

る収納の平成 27 年度決算比は。町民の生活実態に合わせた

徴収であったか。 

 

２．調査委託・計画策定について 

（１）公共施設の建設につながる調査の件数、内容と総額は。ま

た、結果はどうだったか。町民参加は十分図られたか。  

 

３．国民健康保険事業特別会計について 

（１）保険給付費で２億円以上不用額を出した理由は。 

（２）出産育児給付金が予算より減った理由と背景をどう考える

か。 

 

４．人件費と職員の働き方について 

（１）町長等特別職給与が上がった理由は。  

（２）町長の公用車の運行で動向に掲載されていないものがある

が、理由は。 

（３）委員等報酬が減った理由は。 

（４）時間外手当は勤務実態を反映したかたちで 100％支払われ

たか。 

（５）任期付きを除く正規職員数の変動、中途退職者と勧奨退職

者の数と理由は。 

（６）療養休暇取得者数とそのうちのメンタル要因は。 

（７）有給休暇の取得日数は。振替休日取得状況はどうだったか。 

（８）職場環境の改善策はどのように図られたか。自己申告書が

反映されたおよその割合は。 

 

 

 

 

 

 

３名 １６問 
 

※時間は、事情により変更になる場合がありますのでご了承ください。  


